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ＮＨＫ放送受信料の未払い事案について  
 

  全国の自治体で受信機に係るＮＨＫ受信料の未払いに関する報道を受け、道におい

て同様の事例がないか調査し、ＮＨＫと協議の上、未払いの台数及び金額等を取りま

とめたので、その結果をお知らせいたします。 

  未払いとなっている受信機については、速やかにＮＨＫと契約手続きを進め支払い

を行います。 

 

１ 調査の概要 

（１）調査対象 

   知事部局、各種委員会、企業局、道立病院局、教育庁（道立学校含む）、指定管

理者制度導入施設 

（２）未払台数及び未払額 

 

区   分 

未 払 台 数  

未 払 額 
公用車 テレビ等 

地上/衛星 

種別誤り 
合 計 

知事部局、 

各種委員会等 
  １６９ ４０ １１４   ３２３ ２,４６９万円 

教育庁（道立学

校を含む） 
   ２１ ４８１ ６６ ５６８ ５,１７１万円 

小 計   １９０ ５２１ １８０ ８９１ ７,６４０万円 

指定管理者制度 

導入施設 
     ０ １９     ２ ２１ ４８０万円 

合 計 １９０ ５４０ １８２ ９１２ ８,１２０万円 

 

２ 未払いの主な要因 

（１）カーナビや授業等で使用しているモニターにテレビ機能が付いている場合、受信 

料が発生する認識が欠けていた。 

（２）モニター等にテレビ機能が付いている認識が欠けていた。 

（３）特別支援学校は、児童・生徒の専用に供する場合、受信料の免除申請を行ってい 

  れば免除対象になるが、その申請に関する認識が欠けていた。 

 

３ 再発防止策 

（１）テレビ受信機を管理する台帳を整備し、設置状況確認時の錯誤を防止 

（２）業務上必要な場合を除き、ＴＶ受信機能の無い機器を設置 

（３）特別支援学校における免除申請を徹底 

（４）北海道内部統制推進員会議等を開催し、再発防止等の周知・徹底 


